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非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 六 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 六 号

非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 四 十 三 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

第 八 条 の 二 中 「 三 千 九 百 五 十 円 に 満 た な い 場 合 に は 、 三 千 九 百 五 十 円 」 を 「 地 方 公 務 員 災 害 補 償 法 施 行 規 則 （ 昭 和 四 十 二

年 自 治 省 令 第 二 十 七 号 。 以 下 「 省 令 」 と い う 。 ） 第 三 条 第 七 項 の 規 定 に よ り 総 務 大 臣 が 定 め る 額 に 満 た な い 場 合 に は 、 当 該 総

務 大 臣 が 定 め る 額 と 同 額 」 に 改 め る 。

附 則 第 六 項 第 二 号 中 「 地 方 公 務 員 災 害 補 償 法 施 行 規 則 」 を 「 省 令 」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 第 八 条 の 二 の 規 定 は 、 施 行 日 以 後 に 支 給

す べ き 事 由 が 生 じ た 年 金 た る 補 償 以 外 の 補 償 （ 休 業 補 償 に あ っ て は 、 当 該 療 養 の 開 始 後 一 年 六 月 を 経 過 し た 日 前 に 支 給 す

べ き 事 由 が 生 じ た も の に 限 る 。 以 下 同 じ 。 ） の 額 の 算 定 の 基 礎 と し て 用 い る 補 償 基 礎 額 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に 支 給 す

べ き 事 由 が 生 じ た 年 金 た る 補 償 以 外 の 補 償 の 額 の 算 定 の 基 礎 と し て 用 い る 補 償 基 礎 額 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

規 則
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名古屋港管理組合告示第３３号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２及び名古屋港管理組合港湾整備事業の設置等に関する条例（昭和４１年

名古屋港管理組合条例第１２号）第７条の規定に基づき、施設運営事業及び埋立事業の平成２５年１０月１日から平成２６年３月３１
日までの期間における業務の状況を次のとおり公表する。

平成２６年７月１日
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長 河村 たかし

名古屋港管理組合施設運営事業会計の業務の状況
１ 事業の概況
敢 経営業務

この期間中における各事業の収益額及び提供施設量は、次のとおりである。

（注）提供施設量は、平成２６年３月３１日現在の数量であり、面積は、有効面積である。
柑 建設改良事業

主なものは、次のとおりである。
ア 上屋整備事業

稲永ふ頭南５号上屋屋根の改修工事を施工し、金城ふ頭６号上屋屋根裏の改修工事を施工中である。
イ 貯木場整備事業

木場金岡ふ頭貯木場こう門受変電設備の改修工事をした。
ウ 荷役機械整備事業

飛島ふ頭北４号起重機電気設備等の改修工事をした。
２ 経理の状況
敢 平成２５年度予算に対する執行済額

告 示

提 供 施 設 量収 益 額区 分
円

一般使用 ２３棟 （ ９１，０９３㎡）
専用使用 １８棟 （ ３９，１８６㎡）
一般使用 １か所 （ ５０３，４５０㎡）
専用使用 ７か所 （ ９９５，４３０㎡）

９基

４８０，１４４，６９１

１３９，４８２，４９４

５７４，４６７，４１８

上 屋 運 営 事 業

貯 木 場 運 営 事 業

荷役機械運営事業

備 考執 行 済 額予 算 額区 分
円円

２，４６２，５８０，４８６
２，３０２，６２８，５２６

２，５４４，０００，０００
２，５１１，０００，０００

（収益的収入及び支出）
施設運営事業収益
施設運営事業費用

資本的収入額が資本的支出額に不足する額
８３２，６６７，０９７円は、過年度分消費税及び地方消費
税資本的収支調整額５，５５５，０００円、当年度分消費
税及び地方消費税資本的収支調整額２６，５７３，９６６
円及び過年度分損益勘定留保資金８００，５３８，１３１円
で補てんした。

０
８３２，６６７，０９７

３０，０００
８９５，０００，０００

（資本的収入及び支出）
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出
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柑 施設運営事業会計合計残高試算表
平成２６年３月３１日現在

貸 方
勘 定 科 目

借 方

残 高合 計当 期当 期合 計残 高
円円円円円円

２１，１３８，１２６，６３９１，３５９，３６６，６６３固 定 資 産１，２５３，３９７，７７９３２，７１５，２９４，７０４１１，５７７，１６８，０６５

２１，１３６，７１４，９８８１，３５７，９５５，０１２有形固定資産１，２５３，３９７，７７９３２，６５９，７６３，２８４１１，５２３，０４８，２９６

１，４１１，６５１１，４１１，６５１無形固定資産５５，５３１，４２０５４，１１９，７６９

５，２３１，９８１，０４１２，４９１，８３０，０４０流 動 資 産２，６４２，５９２，６７５８，７０４，３１９，９０５３，４７２，３３８，８６４

２，５９６，１０３，７５２１，１０６，５３６，２４８現 金 ・ 預 金１，２５２，５３９，５１１５，８２２，２９０，２７７３，２２６，１８６，５２５

２，５０３，１２３，００８１，２５２，５３９，５１１未 収 金１，２８４，３６９，９８３２，７４３，００５，３４７２３９，８８２，３３９

貯 蔵 品５，３７０，０００５，３７０，０００

１５，６２０，０００１５，６２０，０００前 払 金１５，６２０，０００

１１７，１３４，２８１１１７，１３４，２８１その他流動資産１０５，６８３，１８１１１８，０３４，２８１９００，０００

６２６，９８６，５１３３，３６９，４２５，８３６１，８３８，０４３，８０６流 動 負 債１，２３７，８３８，１１７２，７４２，４３９，３２３

６１１，２９７，４２３３，２０７，４０１，１７５１，７０６，７５４，２８７未 払 金１，１０６，５３６，２４８２，５９６，１０３，７５２

１５，６８９，０９０１６２，０２４，６６１１３１，２８９，５１９その他流動負債１３１，３０１，８６９１４６，３３５，５７１

８，１７３，１１０，９１５８，３８４，０９９，７２２資 本 金１０６，４７８，３６８２１０，９８８，８０７

８，１７３，１１０，９１５８，１７３，１１０，９１５自 己 資 本 金

２１０，９８８，８０７借 入 資 本 金１０６，４７８，３６８２１０，９８８，８０７

６，１３７，２０６，６０３６，１３７，２０６，６０３剰 余 金

５，６００，９３０，９０９５，６００，９３０，９０９資 本 剰 余 金

５３６，２７５，６９４５３６，２７５，６９４利 益 剰 余 金

２，３５１，２６３，２０９２，４６２，５８０，４８６１，２６４，０５９，４４３施設運営事業収益１１１，３１７，２７７１１１，３１７，２７７

２，３４７，０８６，７３０２，４５８，３９０，２９３１，２６１，０６４，４２０営 業 収 益１１１，３０３，５６３１１１，３０３，５６３

４，１７６，４７９４，１９０，１９３２，９９５，０２３営 業 外 収 益１３，７１４１３，７１４

５１，２４９，０１８５１，２４６，６００施設運営事業費用１，６５２，９２２，３３６２，２９０，３０９，３２９２，２３９，０６０，３１１

５１，２４６，６４４５１，２４６，４８６営 業 費 用１，６４２，５７０，４８７２，２７５，９８０，０４４２，２２４，７３３，４００

２，３７４１１４営 業 外 費 用２，００８，０８７５，９８５，５２３５，９８３，１４９

特 別 損 失８，３４３，７６２８，３４３，７６２８，３４３，７６２

１７，２８８，５６７，２４０４６，７７４，６６９，３４５７，００４，５４６，５５２合 計７，００４，５４６，５５２４６，７７４，６６９，３４５１７，２８８，５６７，２４０
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３ 平成２６年度予算の概要
敢 経営業務

各事業の収益予定額及び提供施設量は、次のとおりである。

（注）面積は、有効面積である。
柑 建設改良事業

主なものは、次のとおりである。
ア 上屋整備事業

金城ふ頭６号上屋屋根裏の改修工事を施工中である。
イ 荷役機械整備事業

飛島ふ頭南５号起重機電気設備の改修を行うものである。
桓 平成２６年度名古屋港管理組合施設運営事業会計予算
（総 則）
第１条 平成２６年度名古屋港管理組合施設運営事業会計の予算は、次に定めるところによる。
（業務の予定量）
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入及び支出）
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入
第１款 施 設 運 営 事 業 収 益 ２，６７２，０００千円
第１項 営 業 収 益 ２，５３０，７０４千円
第２項 営 業 外 収 益 １４１，２７６千円
第３項 特 別 利 益 ２０千円

支 出
第１款 施 設 運 営 事 業 費 用 ３，０５８，０００千円
第１項 営 業 費 用 ２，５５８，８７５千円
第２項 営 業 外 費 用 ８３，０３０千円
第３項 特 別 損 失 ４０６，０９５千円
第４項 予 備 費 １０，０００千円

（資本的収入及び支出）
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３５５，９７０千円
は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３，０００千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７，０００
千円及び過年度分損益勘定留保資金３３５，９７０千円で補てんするものとする。）。

収 入
第１款 資 本 的 収 入 ３０千円
第１項 固 定 資 産 売 却 代 金 １０千円
第２項 寄 附 金 １０千円
第３項 そ の 他 資 本 的 収 入 １０千円

提 供 施 設 量収 益 額区 分
円

一般使用 ２３棟 （ ９１，０９３㎡）
専用使用 １８棟 （ ３９，１８６㎡）
一般使用 １か所 （ ５０３，４５０㎡）
専用使用 ７か所 （ ９９５，４３０㎡）

９基

９３０，６４１，０００

３７５，０１４，０００

１，１１９，３４２，０００

上 屋 運 営 事 業

貯 木 場 運 営 事 業

荷役機械運営事業

備 考事 項施 設区 分
平方メートル

９１，０９３一般使用許可面積

上 屋 ４１棟

事 業 量

平方メートル

３９，１８６専用使用許可面積

平方メートル

５０３，４５０一般使用許可面積

貯 木 場 ８か所 平方メートル

９９５，４３０専用使用許可面積

時間

１１，１０２使 用 時 間荷 役 機 械 ９基

千円
施設維持補修工事及び
上 屋 等 整 備 工 事

施設の維持補修及び施設の増
補・改良工事

６１８，３００
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支 出
第１款 資 本 的 支 出 ３５６，０００千円
第１項 建 設 改 良 費 ３５５，２００千円
第２項 固 定 資 産 購 入 費 ８００千円

（債務負担行為）
第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額
上 屋 整 備 費 平成２７年度 １３２，０００千円

（一時借入金）
第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費 ４６２，０１７千円
（たな卸資産購入限度額）
第８条 たな卸資産の購入限度額は、２０，０００千円と定める。

名古屋港管理組合埋立事業会計の業務の状況
１ 事業の概況
敢 経営業務

この期間中の収入は、受取利息、埋立地貸付料、その他特別利益等による４４０，０３０，２１０円である。
これに対する支出は、一般管理費、維持補修費、一般会計負担金等の２９３，０５３，４９８円である。

柑 造成事業
ア 南部地区事業

この期間における事業の概要は、緑地維持及び道路清掃を行った。
イ 西部地区事業

この期間における事業の概要は、西部第１・２貯木場跡地において用地整備及び道路設計、西部第１貯木場南跡地
において護岸整備、稲永ふ頭において排水管布設を行った。
ウ 南５区事業

この期間における事業の概要は、道路補修を行った。
２ 経理の状況
敢 平成２５年度予算に対する執行済額

備 考執 行 済 額予 算 額区 分
円円

５９２，９９１，９３３
４１３，４９０，６７９

２７９，０００，０００
４２１，０００，０００

（収益的収入及び支出）
埋 立 事 業 収 益
埋 立 事 業 費 用

資本的収入額が資本的支出額に不足する額
７９６，３４１，４２０円は、繰越工事資金で補てんし
た。

５２５，８３６，１３４
１，３２２，１７７，５５４

４８６，０００，０００
１，８８８，１０７，０００

（資本的収入及び支出）
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出
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柑 埋立事業会計合計残高試算表
平成２６年３月３１日現在

貸 方
勘 定 科 目

借 方

残 高合 計当 期当 期合 計残 高
円円円円円円

４６４，３６９，２４３４５７，８５０，９９５固 定 資 産３５７，２０７，２５３６，４５８，７４８，７５２５，９９４，３７９，５０９

３６３，９２４，８４３３５７，４０６，５９５有形固定資産３５７，２０７，２５３３６５，１０５，００２１，１８０，１５９

１００，４４４，４００１００，４４４，４００投 資６，０９３，６４３，７５０５，９９３，１９９，３５０

３８，２１７，４７４，１４９２０１，２２２，４５６土 地 造 成７８５，３５２，６２７１１４，２０１，３２６，９６１７５，９８３，８５２，８１２

完 成 土 地７８６，６７９，７７８７８６，６７９，７７８

３８，２１７，４７４，１４９２０１，２２２，４５６未 成 土 地７８５，３５２，６２７１１３，４１４，６４７，１８３７５，１９７，１７３，０３４

３，５３５，８２４，５４７１，７２９，１２３，１２３流 動 資 産２，０３２，７２２，１０３１５，１６９，３４２，５５２１１，６３３，５１８，００５

１，９８２，６１３，９５０５００，８８０，５５９現 金 ・ 預 金８１８，９１２，６９２１３，１３５，６２２，４５９１１，１５３，００８，５０９

１，１４３，８８０，７２５８１８，９１２，６９２未 収 金１，０５３，４４６，７３９１，４８８，７１０，２２１３４４，８２９，４９６

２９９，９２９，５００２９９，９２９，５００有 価 証 券２９９，９２９，５００

１０３，１７０，５００１０３，１７０，５００前 払 金１５４，６３２，８００２３７，９５０，５００１３４，７８０，０００

６，２２９，８７２６，２２９，８７２その他流動資産５，７２９，８７２７，１２９，８７２９００，０００

５９，８１４，１８７，０６１５９，９０２，０００，０６１３１，８５５，０００固 定 負 債８７，８１３，０００８７，８１３，０００

５９，４５３，７９５，０６１５９，４５３，７９５，０６１前 受 金

３６０，３９２，０００４４８，２０５，０００３１，８５５，０００その他固定負債８７，８１３，０００８７，８１３，０００

７４５，７６６，９６７２，８５１，１６５，８６３１，３０９，４５８，７９１流 動 負 債６１３，３９２，０９４２，１０５，３９８，８９６

７３０，５５１，９２７２，７１３，１６５，８７７１，１９６，８４２，６５６未 払 金５００，８８０，５５９１，９８２，６１３，９５０

１５，２１５，０４０１３７，９９９，９８６１１２，６１６，１３５その他流動負債１１２，５１１，５３５１２２，７８４，９４６

３１，９３９，４３７，１９０３１，９３９，４３７，１９０資 本 金

３１，９３９，４３７，１９０３１，９３９，４３７，１９０自 己 資 本 金

９３５，１３５，７８５９３５，１３５，７８５剰 余 金

３，１０８，８９４３，１０８，８９４資 本 剰 余 金

９３２，０２６，８９１９３２，０２６，８９１利 益 剰 余 金

５８９，７９０，９３６５９２，４８６，６４７４４２，７２５，９２１埋立事業収益２，６９５，７１１２，６９５，７１１

２８１，７９０，９３６２８４，４８６，６４７１３４，７２５，９２１営 業 外 収 益２，６９５，７１１２，６９５，７１１

３０８，０００，０００３０８，０００，０００３０８，０００，０００特 別 利 益

９２３，０６６９２３，０６６埋立事業費用２９３，９７６，５６４４１３，４９０，６７９４１２，５６７，６１３

９２２，９９０９２２，９９０営 業 費 用２４９，６０７，２５９３４８，２３５，３９４３４７，３１２，４０４

７６７６営 業 外 費 用１１，３４０２０，８９７，３２０２０，８９７，２４４

特 別 損 失４４，３５７，９６５４４，３５７，９６５４４，３５７，９６５

９４，０２４，３１７，９３９１３８，４３８，８１６，５５１４，１７３，１５９，３５２合 計４，１７３，１５９，３５２１３８，４３８，８１６，５５１９４，０２４，３１７，９３９
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３ 平成２６年度予算の概要
敢 経営業務

埋立事業収益は、受取利息、埋立地貸付料等で２５８，０００千円を予定している。
埋立事業費用は、一般管理に要する費用である一般管理費、清算地区施設の維持補修に要する費用である維持補修費、
共通経費等一般会計への負担金である一般会計負担金、地方公営企業会計基準見直しに伴う引当金の計上による特別損
失等で７２８，０００千円を予定している。

柑 造成事業
南部地区においては、南部地区維持管理等を予定している。
西部地区においては、西部第１貯木場跡地、西部第２貯木場跡地及び稲永ふ頭の整備、第２桜木大橋の改良等を予定
している。
南５区においては、南５区維持管理等を予定している。

桓 平成２６年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算
（総 則）
第１条 平成２６年度名古屋港管理組合埋立事業会計の予算は、次に定めるところによる。
（業務の予定量）
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

用地整備 排水管６３４メートル
（収益的収入及び支出）
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入
第１款 埋 立 事 業 収 益 ２５８，０００千円
第１項 営 業 外 収 益 ２５７，９７０千円
第２項 特 別 利 益 ３０千円

支 出
第１款 埋 立 事 業 費 用 ７２８，０００千円
第１項 営 業 費 用 ４０５，７２１千円
第２項 営 業 外 費 用 ２４，４３０千円
第３項 特 別 損 失 ２８７，８４９千円
第４項 予 備 費 １０，０００千円

（資本的収入及び支出）
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１３５，０００千円
は、繰越工事資金で補てんするものとする。）。

収 入
第１款 資 本 的 収 入 １，０３７，０００千円
第１項 雑 収 入 ４６７，０８０千円
第２項 貸 付 金 返 還 金 ７０，６１５千円
第３項 投 資 有 価 証 券 償 還 金 収 入 ４９９，３０５千円

支 出
第１款 資 本 的 支 出 １，１７２，０００千円
第１項 南 部 地 区 埋 立 事 業 費 １８，９００千円
第２項 西 部 地 区 埋 立 事 業 費 ８６０，０００千円
第３項 南 ５ 区 埋 立 事 業 費 ６１，６００千円
第４項 総 係 費 １９７，１２８千円
第５項 雑 支 出 ３４，３７２千円

（一時借入金）
第５条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。
（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

各項に計上した給料、手当及び法定福利費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各
項の間の流用
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費 ２９５，２６２千円
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名古屋港管理組合告示第３４号
平成２５年名古屋港管理組合告示第７号（名古屋港管理組合情報公開条例施行規則第１６条第１項の規定に基づく法人の指

定）の一部を次のように改正し、平成２６年７月１日から施行する。
平成２６年７月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

「名古屋コンテナ埠頭株式会社「名古屋コンテナ埠頭株式会社」を に改める。名古屋臨海鉄道株式会社 」

名古屋港管理組合告示第３５号
次の港湾施設は、平成２６年７月１５日から当分の間、使用を停止する。
平成２６年７月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

施設の種類 運河附属設備

名古屋港管理組合告示第３６号
名古屋港湾会館条例（昭和４６年名古屋港管理組合条例第６号）第５条第２項の規定に基づき、平成２６年７月１日以後の利

用から適用される名古屋港湾会館の利用料金の額を次のように承認した。
なお、名古屋港湾会館の利用料金の額の承認（平成２２年８月１３日告示第２９号）は、平成２６年６月３０日限り廃止した。
平成２６年７月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

名古屋港湾会館の利用料金の額

形 式幅長 さ位 置名 称

開閉式
メートルメートル

名古屋市港区中川本町５の１中川口通船門 １１．４１０５

利用料金利用単位施設の区分
１０，２００円午前

第１会議室

会議室

１２，３００円午後
１５，４００円夜間
２８，８００円全日
３，４００円午前の時間外１時間につき
４，６００円午後の時間外１時間につき
６，１００円午前

第２会議室
第３会議室

７，２００円午後
９，２００円夜間

１９，５００円全日
２，１００円午前の時間外１時間につき
２，７００円午後の時間外１時間につき
５，１００円午前

第４会議室
第５会議室

６，６００円午後
８，７００円夜間

１６，４００円全日
１，７００円午前の時間外１時間につき
２，６００円午後の時間外１時間につき
３，０００円午前

第６会議室
第７会議室

４，１００円午後
５，１００円夜間

１１，３００円全日
１，０００円午前の時間外１時間につき
１，５００円午後の時間外１時間につき
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備考
１ 午前とは、午前９時から午後零時３０分まで、午後とは、午後１時から午後５時まで、夜間とは、午後５時３０分
から午後９時３０分まで、全日とは、午前９時から午後９時３０分までをいい、午前の時間外とは、午前又は全日の
使用単位に引き続く午前９時前の１時間を、夜間の時間外とは、夜間又は全日の使用単位から引き続く午後９時
３０分後の１時間をいう。
２ 特別の設備又は器具により電力、ガス又は水道を使用して施設を使用した場合は、指定管理者が認定した実費
相当料を当該施設の利用料金に加算する。

６月１１日招集された定例名古屋港管理組合議会は、会期を７日と決定し、１７日議事終了閉会した。
付議事件等及びその結果は、下記のとおりである。

記
１ 議長選挙

澤 田 丸四郎 議員当選
２ 副議長選挙

中 川 貴 元 議員当選
３ 常任委員会委員の選任

企画総務委員会 西 川 ひさし
中 村 すすむ
東 裕 子
川 嶋 太 郎
佐 藤 健 一
とみぐち 潤之輔
山 口 清 明
伊 神 邦 彦
加 藤 一 登
金 庭 宜 雄
大 村 光 子
直 江 弘 文
倉 知 俊 彦
中 村 友 美
澤 田 丸四郎

港営建設委員会 近 藤 ひろひと
小 川 としゆき
近 藤 和 博
石 宅 吾歩路
西 川 厚 志
高 橋 正 子
余 語 さやか
岡 江 智 子
須 蒼 か ん
ふじた 和 秀
服 部 将 也
岩 村 進 次
舟 橋 猛
小 島 丈 幸
中 川 貴 元

なお、委員長及び副委員長は、各委員会において互選の結果、次のとおり決定された。
企画総務委員会 委 員 長 川 嶋 太 郎

副委員長 金 庭 宜 雄
港営建設委員会 委 員 長 服 部 将 也

副委員長 石 宅 吾歩路
４ 国際競争力強化特別委員会設置について 可 決

閉会中継続調査
５ 同特別委員会委員の選任

近 藤 ひろひと
西 川 ひさし
小 川 としゆき
中 村 すすむ
近 藤 和 博
東 裕 子
石 宅 吾歩路

議 会 事 項
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川 嶋 太 郎
西 川 厚 志
高 橋 正 子
余 語 さやか
岡 江 智 子
須 蒼 か ん
ふじた 和 秀
服 部 将 也
佐 藤 健 一
とみぐち 潤之輔
山 口 清 明
岩 村 進 次
伊 神 邦 彦
加 藤 一 登
金 庭 宜 雄
大 村 光 子
舟 橋 猛
直 江 弘 文
倉 知 俊 彦
中 村 友 美
小 島 丈 幸
中 川 貴 元
澤 田 丸四郎

６ 監査委員選任の同意について（組合議会議員） 同 意
７ 監査委員選任の同意について（名古屋市監査委員） 同 意
８ 土地の交換について 原案可決
９ 各常任委員会における閉会中の継続調査について 可 決
１０ 議員派遣について 可 決
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